
保健師の配置や研修をめぐる現状 
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保健師活動の変遷  健康課題は積み重なっている 
→地域で包括的なケア体制の構築は必須 

保
健
婦
規
則の

制
定

S40年代S30年代S20年代 S50年代 S60年代 H1年代 H10年代 H20年代S16年

S30年代

伝染病防疫活動と
結核患者家庭訪問

Ｈ1年代

結核対策と
母子保健活動

S16

HIV対策 DOTS戦略の徹底
新型感染症への対応

感染症法改正（結核予防法廃止）

新エンゼルプラン
健やか親子21
児童虐待、DVへの対応

児童福祉法から
母子保健法の制定へ

精神障害者の
家庭訪問と成人病対策

障害者プラン
策定

障害者の自立支援
発達障害者の支援

老人保健事業と
健康づくり活動

成人病から
生活習慣病へ

医療費適正化

S20年代

S40年代

S50年
代

S60年代

保健・医療・福祉の
ﾈｯﾄﾜｰｸとQOLのための活動

高齢者保健福祉対策と
子育て支援（ｴﾝｾﾞﾙﾌﾟﾗﾝ）

介護保険、健康日本21
健康危機管理（虐待対応含む）

Ｈ10年代 地域包括ケア、介護予防
生活習慣病予防

Ｈ20年代

介護予防・地域包括
支援ｾﾝﾀｰ

ゴールドプラン21

虐待対応、災害・健康危機管理
生活習慣病等の重症化予防
生活困窮者等への支援
認知症施策（オレンジプラン）

新たな健康課題が次々と顕在化。
保健師は既存の活動の上に、
その時代のニーズに応じた活動を展開。

国民の健康課題は、複雑かつ多様に
保健師活動は、拡大の一途！！

介護予防、生活習慣病、福祉、 
生活（貧困）などの「まるごと」の支援！ 

日本看護協会 2 
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就業保健師数の推移 
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平成４年合計 
２９，３４５人 

平成２４年合計 
５７，１１２人 

厚生労働省医政局看護課調べ 
注）病院は「病院報告」、診療所は「医療施設調査」及び推計により計上 
  病院及び診療所以外は「衛生行政報告例」及び推計により計上 4 



保健師の配置状況と地方交付税措置 

出典：H７年までは保健婦設置状況調査、H8年は保健所運営報告、H10年は全国保健師長会調査、H9年,H11-20年は保健師等活動領域調査、 
    H21-25年は保健師活動領域調査 
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保健所及び市町村の地域保健従事者数 

平成19
年度末

平成20
年度末

平成21
年度末

平成22

年度末※１
平成23
年度末

平成24
年度末

合計 54,748 54,002 54,552 52,685 55,042 54,661

医師 1,150 1,097 1,046 1,028 1,018 992

歯科医師 158 135 130 119 126 157
獣医師 2,373 2,408 2,492 2,457 2,497 2,511
薬剤師 2,892 3,006 3,022 2,979 3,064 3,017
理学療法士 235 198 191 182 182 172
作業療法士 162 135 114 120 118 119
歯科衛生士 740 737 742 707 711 715
診療放射線技師 746 694 656 632 581 549
診療エックス線技師 38 31 27 30 35 38
臨床検査技師 973 882 869 841 780 798
衛生検査技師 192 155 122 82 83 88
管理栄養士 2,603 2,773 3,000 2,797 2,933 3,007
栄養士 822 789 837 687 728 729

保健師 23,976 24,262 24,444 23,900 24,984 24,645
助産師 130 112 136 116 167 135
看護師 1,081 1,049 1,012 969 1,233 1,101
准看護師 340 312 292 221 189 209
その他 16,137 15,227 15,420 14,818 15,613 15,679

出典：地域保健・健康増進事業報告（厚生労働省） 

※１ 平成22年度は、東日本大震災の影響により、岩手県の一部の市町村（釜石市、大槌町、宮古市、陸前高田市）、宮城県のうち仙台市以外の保健所 
    及び市町村、福島県の一部の市町村（南相馬市、楢葉町、富岡町、川内村、大熊町、双葉町、飯舘村、会津若松市）が含まれていない。 
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出典：平成２５年度 保健師活動領域調査（領域調査） 

平成２５年度 分散配置の状況 
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保健師の通算経験年数別人数の内訳 

（社）日本看護協会 平成22年度 保健師の活動基盤に関する基礎調査結果より  

（単位：人） 
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常勤保健師の職位別人数の推移（都道府県） 
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常勤保健師の職位別人数の推移（保健所設置市） 
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常勤保健師の職位別人数の推移（市町村） 
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出典：平成２１～２５年度 保健師活動領域調査（領域調査） 
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保健師の研修等の根拠となる法律等 

【健康保険法に基づく保健事業の実施等に関する指針】 
○担当者の資質の向上のため、加入者の生活習慣の改善等に向けた取組の目的及び内容を理解さ 
 せ、さらに知識及び技術を習得させるため、定期的な研修を行う 

【地方公務員法】 
○職員には、その勤務能率の発揮及び増進のために、研修を受ける機会が与えられなければなら 
 ない 
 

【地域保健法】 
○市町村は、地域保健対策が円滑に実施できるように、必要な施設の整備、人材の確保及び資質 
 の向上等に努めなければならない 
○地域保健対策の推進に関する基本的な指針を定めなければならない 
○地域保健対策の推進に関する基本指針では地域保健対策に係る人材の確保及び資質の向上並び  
 に人材確保支援計画の策定に関する基本的事項 を定める 

【保健師助産師看護師法】 
○保健師、助産師、看護師及び准看護師は、免許を受けた後も、臨床研修等を受け、その資質の向上 
 に努めなければならない 
 

○国は、看護師等の養成、研修等による資質の向上及び就業の促進並びに病院等に勤務する看護  
 師等の処遇の改善その他看護師等の確保の促進のために必要な財政上及び金融上の措置その他 
 の措置を講ずるよう努めなければならない 
○看護師等は、保健医療の重要な担い手としての自覚の下に、高度化し、かつ、多様化する国民 
 の保健医療サービスへの需要に対応し、研修を受ける等自ら進んでその能力の開発及び向上を 
 図るとともに、自信と誇りを持ってこれを看護業務に発揮するよう努めなければならない 
 

【看護師等の人材確保の促進に関する法律】 

12 



○ 局長通知に一本化 
局長通知、課長通知、保健指導官事務連絡の３部構成から、局長通知一
本とし、その別紙を「地域における保健師の保健活動に関する指針」とした。      

 
○ 保健師の保健活動の基本的な方向性の整理 

 所属する組織や部署にかかわらず、保健師として活動する際に、共通して
押さえておくべき事項を10項目に整理した。 

 

○ 地区担当制の推進や統括的な役割を担う保健師等の明示 

 
○ 福祉分野及び介護保険の各領域への吸収 

福祉分野等の活動について独立した項を立てずに各領域の留意事項に溶
け込ませ、全体として「保健師の保健活動」と捉えることとした。   

地域における保健師の保健活動について 

見直しのポイント  

（平成25年４月19日付け 健発0419第1号）  
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◆記の４  

○各地方公共団体において策定した人材育成指針による体系的な実施 

○新任期の保健師については「新人看護職員研修ガイ ドライン～保健師編～」に基づき、各地方公共団
体における研修体制の整備 

○日々進展する保健、医療、福祉、介護等に関する知識及び技術、連携及び調整に係る能力、行政運
営や評価に関する能力の養成 

 

◆（１０）人材育成 

○主体的に自己啓発に努め、最新の保健、医療、福祉、介護等に関する知識及び技術の習得。連携、調
整や行政運営に関する能力及び保健、医療、福祉及び介護の人材育成に関する能力の習得。 
 
◆活動領域に応じた保健活動の推進 
＜都道府県保健所＞ 
○研修：市町村及び保健、医療、福祉、介護等従事者に対する研修の企画・実施 
 
＜都道府県、保健所設置市、特別区及び市町村の本庁＞ 
○保健師の計画的な人材確保、資質の向上 
 ・保健師の需給計画の策定 
 ・職場内研修・職場外研修・教育機関等との連携による効果的・効率的な現任教育の実施 

地域における保健師の保健活動に関する指針～抜粋版～ 

保健師の人材育成  
地域における保健師の保健活動について（平成25年４月19日付け 健発0419第1号） ～抜粋版～ 
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 【市町村保健活動の再構築に関する検討会報告書（平成19年3月）】（抜粋） 

   人材育成や地域全体の健康課題を明確にして活動する観点から、保健衛生部門に保健師を技術的に指導・調整
する統括的な役割をもつ保健師を配置することが望ましい。 

これまでの議論等 

記の３ 
  ○ 保健師の保健活動を組織横断的に総合調整及び推進し、技術的及び専門的側面から指導する役割を  
     担う部署を保健衛生部門等に明確に位置付け、保健師を配置するよう努めること。 
 

地域における保健師の保健活動に関する指針 
  ○ （本庁）保健師の保健活動の総合調整等を担う部署に配置された保健師は、住民の健康の保持増進を 
     図るための様々な活動等を効果的に推進するため、保健師の保健活動を組織横断的に総合調整及び 
     推進し、人材育成や技術面での指導及び調整を行うなど統括的な役割を担うこと。 

住民の健康の保持増進を図るための効果的な活動の推進 

 【地域における保健師の保健活動に関する検討会報告書（平成25月3月）】（抜粋） 

   様々な部署に配置されている保健師を技術的及び専門的側面から横断的に調整・支援し、災害時には保健師の
派遣調整等を行う統括的な役割を担う保健師を配置するよう努める。 

統括的な役割を担う保健師 

 【地域保健対策検討会報告書（平成24年3月）】（抜粋） 

   保健師の人材育成に当たっては、分散配置が進む中で、現任教育を充実させ、業務の中で地域を見る力や企画
力を育成していくことが必要であり、組織横断的に、計画的かつ、効果的に人材育成を進めるためには、保健所、市町
村において、統括的な役割を担う保健師を配置することが望ましい。 
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保健師が認識している現状の課題・問題 
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産業医との関係から、自主活動が困難 

離職保健師の増加 

看護師との区別が無い 

該当なし 

一人配置で学ぶ場がない 

身分があいまい 

上司の無理解 

市町村合併による労働環境・雇用環境の悪化 

研修機会の減少 

新人育成が困難 

統括保健師の指導力の発揮が困難 

次期リーダーの未育成 

人事評価システムの未整備 

他の保健師との連携困難 

職場内研修が困難 

産休等での人員不足・代替確保難 

分散配置による連携の悪化 

出典：平成２１年度 厚生労働省先駆的保健活動交流推進事業「保健師の活動基盤に関する基礎調査報告書」 （社）日本看護協会 

n=22,920 
※複数回答 
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期 職位・経験のめやす 育成するコア能力 ギャッジアップの要件 

管
理
期 
2 

組織のトップマネージャー・保健師
統括者 

課長 

部長 
自治体における対応策
のシステム化 

管
理
期 
1 

中間管理職・初級管理職 係長 スーパーバイズ 

中
堅
期 
2 

次期管理者、スペシャリスト/地域
健康課題対処のベテラン 

11～  
25年 
/25年～ 

リーダーシップを発揮し
た活動の推進・評価 

中
堅
期 
1 

一人前 

プリセプター 

３～ 

１５年 
集団・地域を視野に入
れた組織的対応の実施 

新
任
期 
2 

基本的な事例、基本的な保健事業
の運営は自立して遂行 

２～ 

 ５年 
個人家族への責任のあ
る対応 新

任
期 
1 

プリセプターの指導と見守りが必要 
１～ 

 ２年 

保健師のキャリアラダー  

国や他の自治体、他部署
を視野に入れて、調整や
資源・制度を創出する政
策的対応ができる力量 

管内や自治体全体を視
野に入れて資源や制度
を創出する政策的対応
ができる力量 

集団的あるいはチームと
して組織内外の住民や
関係者と共同できる力量
で対応できる力量 

個別的に部署内で対応で
きる力量 

出典：平成19年度厚生労働科学研究報告書「保健師指導者の人材育成プログラムの開発」佐伯和子  17 



期 対人支援 地域マネジメント 健康危機管理 
組織管理 

職場組織     人材育成 

管
理
期
2 

○総合的なスーパー
バイズ 

○地域保健計画、医
療計画の策定 
○政策評価 
○システム開発 

○体制、システム作り 
○施策化 

○上部組織への提言（発
信） 

○組織を代表
しての交渉、調
整 

○他部署との
交渉調整 

○組織の発展と
人事管理 

○適材適所の人
事配置と人事異
動 

管
理
期
1 

○事例のスーパーバ
イズ 

○担当分野のアセス
メントと計画、評価 
○施策評価 

○人員配置・派遣者調整 

○中長期的視野を持った
地域支援計画策定 

○実務の自組
織内調整 

○業務の進行
管理 

○職場内人事管
理 

中
堅
期
2 

○担当保健分野の
施策化体系 
○事業評価 

○関係機関との連携・調
整 

○健康危機のフェーズ別
事業の企画立案・評価 

○リーダーシッ
プ 

○組織的な教育
対応 

中
堅
期
1 

○複雑困難な事例へ
の対応 

○地域保健全体の
アセスメント 

○対策としての事業
起案 

○健康危機の地域診断 

○疫学調査実施、原因分
析、資料化 

○担当業務の
進行管理 

○後輩、スタッフ
への教育的対応 

新
任
期
2 

○担当以外の分野の
基本的な事例への対
応 

○担当する保健分
野の地域のアセスメ
ント 

○予測下での自己の役割 

○健康調査技術・倫理的
配慮のある対応技術 

○メンバーシッ
プ 

新
任
期
1 

○担当する分野の個
人・家族への対応（母
子、成人、高齢者） 

○個人・家族の背景
としての地域 
○資源としての地域 

○健康危機に関する基本
的知識 

○組織規範と
規律、使命 

出典：平成19年度厚生労働科学研究報告書「保健師指導者の人材育成プログラムの開発」佐伯和子  18 



現在の研修体系（新任期～管理期） 

区分 
ガイド
ライン 

研修名 対象団体 対象者 日程 開催地 
実施 
主体 

新任期 ○ 

新任期及び指導
保健師を対象と
した保健指導
ミーティング※１ 

行政、地域
包括支援セ
ンタ－、産業、
医療機関 

実務経験1～5年程度の保健
師とその指導保健師 

  
８カ所程
度 

都道府県
看護協会 

中堅期 ― 
中堅期コンサル
テーション 
プログラム※２ 

市町村 

市町村に所属し、保健事業
（介護予防事業）に携わってい
る中堅期の立場にある保健師
で概ね10～20年程度の実務
経験を有する者 

  
６都道
府県 

都道府県
または都
道府県看
護協会 

管理期 ― 

公衆衛生看護 
管理者研修 
(実務管理) 

都道府県、
政令指定都
市等 

保健師として都道府県・政令
指定都市等に勤務する管理
期の保健師。またはそれと同
等以上の学識及び経験を有
すると院長が認める者 

10日間 
（前期７
日＋後期
３日） 

国立保
健医療
科学院 

国立保健
医療科学

院 

公衆衛生看護 
管理者研修 
（人材管理） 

都道府県、
保健所設置
市、特別区 

都道府県・保健所設置市・特
別区において保健師統括部
門あるいは管理的立場にある
保健師 

５日間 
国立保
健医療
科学院 

国立保健
医療科学

院 

保健師管理者 
能力育成研修 

市町村 

保健師として市町村に勤務し
ており、原則として今後管理
者になることが見込まれる者。
または、それに準ずる者 

２日間 
全国５ブ
ロック 

厚生労働
省 

※１ プログラムの実施を希望した都道府県看護協会が実施 19 ※２ プログラムの実施を希望した都道府県または都道府県看護協会が実施 



現在の研修体系（統括・その他） 

区分 研修名 対象団体 対象者 日程 開催地 実施主体 

統括 

統括保健師 
人材育成プログラム                                                      
（平成26年度～ 
プログラム運用開

始） 

市区町村 

保健師として15年以上の
実務経験がある者で、原
則現在統括保健師である
者 

前期 
２日間 

前期（東京
都内） 

日本看護 
協会 後期 

１日間 
後期（日本
看護協会） 

その他 

【専門課程Ⅱ】 
地域保健福祉分野 

国 
地方自治体 

保健・医療・福祉分野に
従事している職員(保健
師、助産師、看護師、管
理栄養士、福祉職 など) 

１年間 
国立保健医
療科学院 

国立保健
医療科学

院 

【専門課程Ⅲ】 
地域保健福祉専攻科 

国 
地方自治体 

保健・医療・福祉分野に
従事している職員(保健
師、助産師、看護師、管
理栄養士、福祉職 な
ど） 

約３ヵ月 
国立保健医
療科学院 

国立保健
医療科学

院 

  

将来、地域保健福祉活動
分野の職務に就職するこ
とを志望し、そのための
高度の知識を得ようとす
る者 
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現在の研修体系（専門研修の例） 

研修名 対象団体 対象者 日程 開催地 実施主体 

生活習慣病対策 
健診・保健指導に
関する企画・運
営・技術研修 
（研修計画編） 

都道府県、医療
保険者、関係団
体、保健所設置
市、特別区 

特定健診・特定保健指導の技術面
の普及・推進に関わるリーダー的
な立場にあり、当該年度または次
年度研修を立案する者で、研修時
のこれまで行った研修実績及び次
年度の研修計画の提出が可能な者 

２日間 

国立保健
医療科学

院 

国立保健
医療科学

院 生活習慣病対策 
健診・保健指導に
関する企画・運
営・技術研修 
（事業評価編） 

都道府県、医療
保険者、保険者
協議会及び地
域・職域連携推
進協議会 

特定健診・特定保健指導において、
市町村支援や評価に携わる者で、
研修時にこれまでに広域的に行っ
た事業評価及び次年度の事業評価
計画の提出が可能な者 

３日間 

内部評価者研修 

特定保健指導を
実施している医
療保険者、保健
指導実施機関
（事業所） 
 

・特定保健指導を実際に実施して
いる者 
・指導的立場にある者 
・質及び技術向上のための研修を
実施している保健指導機関に所属
している者 
・マネジメントシステムがある保
健指導機関に所属している者 

１日間 
東京 
・ 
大阪 

厚生労働
省 

厚生労働省（保健指導室）または国立保健医療科学院が実施する 専門研修 
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現在の研修体系（伝達研修・会議等） 

厚生労働省（保健指導室）または地域保健総合推進事業で実施する 会議・研修 

研修名 対象団体 対象者 日程 開催地 実施主体 

保健師中央会議 
都道府県、保健所
設置市、特別区 

本庁等に勤務する保健師を統
括する立場にある保健師 

２日間 厚生労働省 厚生労働省 

保健師等ブロッ
ク別研修会 

各ブロックの都道
府県、保健所設置
市、特別区、市町
村 

保健師等 
※定員：各ブロック150人 
※都道府県（市町村を含
む）・保健所設置市・特別区
において、受講者として適当
と認められる者を推薦し、推
薦順位をつけて開催県に推薦
する。（受講者の決定は開催
県において行う） 

３日間 
（実質
２日間） 

全国６ブ
ロック 

日本公衆衛生
協会 

開催自治体 

全国保健師長
会 

全国保健師長研
修会 

都道府県、保健所
設置市、特別区、
市町村 

（１）都道府県・保健所設置
市及び特別区の保健所に勤務
する保健師のうち、指導する
職にある者 
（２）市町村における保健師
のうち、指導する職にある者 
（３）全国保健師長会会員  
※定員300人 

２日間 開催自治体 

日本公衆衛生
協会 

開催自治体 

全国保健師長
会 
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